
 

 

 

 

 

 
日本郵政不動産株式会社（東京都千代田区、代表取締役社長 池田 明、以下、「日本郵政不動産」）

は、日本郵船株式会社（東京都千代田区、代表取締役社長・社長執行役員 曽我 貴也、以下、「日

本郵船」）との間で、株式譲渡契約を締結し、日本郵政不動産の子会社であるＪＰプロパティーズ株

式会社（東京都中央区、代表取締役 社長執行役員 本間 徹、以下、「ＪＰプロパティーズ」）の株

式を追加取得し、完全子会社化いたしましたので、お知らせいたします。 

 

１ 株式追加取得の背景及び目的  

日本郵政グループは中期経営計画「JP ビジョン 2025＋（プラス）（2024年 5月 15日公表）」にお

いて、不動産事業をグループ収益の柱の一つへと成長させるべく着実に推進することとしています。 

このたび、賃貸収益物件を積み上げられること、グループ不動産の業務推進体制及び人的基盤の

強化に資することから、ＪＰプロパティーズの株式を追加取得し、完全子会社化いたしました。 

なお、完全子会社化にあたり、ＪＰプロパティーズが日本郵船から受託していた業務は、日本郵

船の完全子会社である郵船不動産株式会社（東京都港区、代表取締役社長 大西 英士）に移管さ

れておりますが、これに伴う業績への影響は軽微です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ＪＰプロパティーズの概要  

会社名 ＪＰプロパティーズ株式会社 

所在地 東京都中央区日本橋茅場町一丁目 8番 3号 ＪＰ茅場町ビル 

代表者 代表取締役 社長執行役員 本間 徹 

設立時期 1953年 10月 1日 

事業内容 ビル、マンション、店舗の所有、賃貸等 

資本金 450百万円 

 

３ 株式の取得日  

  2025年 10月 1日 

以 上 

【本件に関するお問い合わせ先】 

日本郵政不動産株式会社 

総務部 電話：03-6281-9002 

2 0 2 5 年 1 0 月 1 日 

100% 51% 49% 

日本郵政不動産 日本郵船 
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